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一般会計

令和４年度 決算

歳　入

　令和５年第３回市議会定例会で、令和４年度一般会計と特別会計、企業会計の決算が認定されまし
た。一般会計の決算の概要をお知らせします。なお、文章や図表中の数字は、金額を１万円未満で、
比率を小数点第２位で四捨五入などしてあります。

　一般会計の予算額1,227億5,390万円に対して、
歳入決算額(実際に市に入ってきたお金)は、1,177
億302万円、また、歳出決算額(使ったお金)は、
1,167億3,179万円となりました。

　歳入決算額から歳出決算額を差し引くと、９億
7,123万円となり、このうち令和５年度へ繰り越し
た事業の財源となる２億5,548万円を除いた実質的
な収支差引は、７億1,575万円となりました。

　歳入の主な状況を見てみると、市民税や固定資産
税などの市税収入が、419億8,130万円(全体の
35.7％)、また、国・県から補助金などとして交付
される国庫支出金・県支出金が、310億7,497万円
(26.5％)、市町村の財政力に応じて交付される地方
交付税が、205億2,702万円(17.4％)となってい
ます。
　また、自主財源は、506億7,186万円(43.1％)
で、市税収入や使用料・手数料が主なものです。一
方、依存財源は、670億3,116万円(56.9％)で、地
方交付税や国・県からの支出金、市債が主なもの
です。

　歳出決算額について、性質別と目的別に主な状況
をお知らせします。歳出のうち、支出が義務付けら
れ、任意に削減できない義務的経費は、627億
2,197万円(全体の53.7％)となっています。義務的
経費には職員の給与などの人件費、社会保障関係経
費などの扶助費、市債の元利償還の公債費が含まれ
ます。
　道路、公園、学校施設の整備など、支出の効果が
長期にわたる投資的経費は、90億5,365万円
(7.8％)となっています。
　義務的経費と投資的経費を除いたその他の経費
は、449億5,617万円(38.5％)で、消費的性質を持
つ物件費や補助費等が主なものです。

　都市計画税は、公園・下水道整備、土地区画
整理事業などの都市計画事業、それらの事業を
行うために過去に発行した市債の償還に使う目
的税で、令和４年度の決算額は、22億2,368万

円でした。
　使途の内訳は、公債費として20億272万円
(90.1％)、都市計画事業として２億2,096万円
(9.9％)を充当しました。
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決算額 構成比（％）
419億8,130万円

10億9,354万円

５億8,661万円
18億1,605万円
４億3,664万円
２億3,834万円
15億7,338万円
31億1,836万円
９億2,118万円

506億7,186万円

35.7
0.5
1.5
0.4
0.2
1.3
2.7
0.8
43.1
0.9

利子割交付金 1,821万円 0.0
配当割交付金 ２億7,737万円 0.2
株式等譲渡所得割交付金 ２億    35万円 0.2
法人事業税交付金 ７億7,851万円 0.7
地方消費税交付金 70億7,234万円 6.0
ゴルフ場利用税交付金 ２億9,308万円

１億4,048万円

0.2
自動車取得税交付金 187万円 0.0
環境性能割交付金 0.1

３億2,139万円地方特例交付金 0.3

228億8,659万円国庫支出金 19.5
81億8,838万円県支出金 7.0
51億5,630万円市債 4.4
670億3,116万円依存財源計 56.9

1,177億  302万円合　計 100.0

205億2,702万円地方交付税 17.4
3,172万円交通安全対策特別交付金 0.0

4,401万円国有提供施設等
所在市町村助成交付金 0.0

市税
35.7％

使用料及び
手数料 1.5％

地方譲与税
0.９％
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地方交付税
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市債
4.4％
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7.0％

各種
交付金
7.7％

国庫支出金
19.5％

繰入金
1.3％

分担金及び負担金
0.5％

歳入決算額
1,177億302万円

自主財源
43.1％

依存財源
56.9％

９億6,405万円 2.3その他
22億2,368万円 5.3都市計画税
17億8,540万円 4.2市たばこ税
180億3,696万円 43.0固定資産税
28億1,332万円 6.7法人市民税
161億5,789万円 38.5個人市民税
決算額 構成比（％）

合　計 417億 165万円 100.0

税　目

合　計 419億8,130万円 100.0
※決算額のうち、特定財源を除いた一般財源に都市計画税を充当しています。

都市計画事業

合　計

一般財源(都市計画税充当可能額) 都市計画税充当額

公債費

３億1,424万円 2,154万円

8,025万円 8,025万円

１億4,538万円 １億4,538万円

２億1,667万円 387万円

4,184万円

38億3,392万円 33億2,841万円 22億2,368万円

4,183万円

２億6,349万円 ２億6,349万円

27億7,205万円 27億7,205万円

1,439万円

5,361万円

9,713万円

258万円

2,795万円

１億7,604万円

18億5,198万円

事業等名称 決算額

街路事業

一般会計

下水道事業会計

土地区画整理事業特別会計

公園事業

下水道事業

津駅前北部土地区画整理事業

令和４年度歳出性質別決算状況
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科　目 決算額 構成比（％）

人件費

扶助費

公債費

物件費

維持補修費

補助費等

積立金

投資及び出資金・貸付金

繰出金

普通建設事業費

　うち補助事業費

　うち単独事業費等

災害復旧事業費

227億1,314万円

283億5,552万円

116億5,331万円

627億2,197万円

187億   562万円

６億7,969万円

127億3,273万円

17億1,894万円

２億3,120万円

108億8,799万円

449億5,617万円

90億4,074万円

44億8,453万円

45億5,621万円

1,291万円

90億5,365万円

1,167億3,179万円
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24.3

10.0
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0.6
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1.5
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9.3
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7.8

3.9
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0.0
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100.0

投資的経費

維持
補修費
0.6％積立金

1.5％
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貸付金
0.2％

災害復旧事業費 0.０％
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24.3％

人件費
19.4％

公債費
10.0％

補助費等
10.9％

物件費
16.0％

繰出金
9.3％

普通建設
事業費
7.8％

義務的経費
53.7％

投資的
経費7.8％

歳出決算額
1,167億3,179万円

その他の経費
38.5％


